
1 

 

三重県版経営向上計画Ｑ＆Ａ 

令和７年５月改正 

三重県版経営向上計画の認定申請の対象については、三重県内に主たる事務所又は

事業所を有する方です。また、経営革新計画の申請対象者及び収益事業を行う特定非

営利活動法人（認定非営利活動法人を除く）についても認定申請の対象としていま

す。ただし、１年以上実績がない場合は、ステップ３の認定申請を行うことができま

せん。 

三重県版経営向上計画は、多様な中小企業・小規模企業がその発展段階に応じた計

画を立てていただくために、３段階の申請ができるようになっています。従いまし

て、当該企業の発展段階に応じて、どの段階から申請いただいても結構です。 

三重県版経営向上計画は、当該企業の経営全体を向上させていく計画を認定するの

に対し、経営革新計画は、新規性のある新事業展開を承認するものです。経営革新計

画の内容を含んで当該企業全体の経営の向上を考え、三重県版経営向上計画を作成す 

る場合も当然あると考えられますので、三重県版経営向上計画と経営革新計画を同時 

に申請することは可とします。 

ただし、三重県版経営向上計画の申請書に、経営革新計画にも取り組んでいる旨や 

その内容、状況等について、必ず記載しておいてください。 

認定計画が終了した後、新たな計画を作成してさらなる経営の向上を図っていくこ

とは当然ありますので、何度でも申請していただくことは可能です。 

ただし、認定計画を実行中で、その計画に新たな取組を加える場合には、新規の申

請ではなく、計画の変更認定を申請してください。 

複数企業で共同申請していただくことも可能です。その場合、申請書様式のうち、

Ｑ１ 三重県版経営向上計画の認定申請の対象は？ 

Ｑ２ 三重県版経営向上計画は、ステップ１から申請し、認定を受けていかなけれ

ばならないのか。 

Ｑ３ 三重県版経営向上計画と経営革新計画を同時に申請してよいのか。 

Ｑ４ 三重県版経営向上計画は、何度でも申請できるのか。 

Ｑ５ 三重県版経営向上計画において、他企業と共同して行う内容については、申

請はどのようにしたらよいのか 



2 

 

第１号様式（申請書カガミ）については、代表となる申請者を筆頭として参加企業全

ての連名で記載してください。様式第１号、様式第３号、様式第４号、別紙１及び別

紙２については、参加企業ごとに作成してください。様式第２号については、それぞ

れの役割を明記いただいた上で、まとめて作成いただいても結構です。 

なお、共同申請していただいた場合、認定書は１通で、代表となる申請者に送付す

ることとなりますので、ご了承ください。 

県単制度であり、県の他の制度に倣って納税証明書の提出をお願いしてきました

が、経営革新計画申請時には提出いただいていないことから、経営革新計画と揃え、

平成２６年１０月１日以降の申請分については、納税証明書の提出を不要とします。 

なお、県単融資等の支援策を受けていただく際に必要となる場合がありますので、 

ご了承ください。 

また、今後の状況により納税証明書の提出をお願いする場合もあります。 

「小規模企業の現場改善支援」として、三重県版経営向上計画のステップ２又はステ

ップ３の認定を受けた小規模企業（商業・サービス業：概ね常時使用する従業員の数が

５人以下、製造業・その他の業種：概ね常時使用する従業員の数が２０人以下）を対象

としています。 

 このほか、「ＩＣＴ等の利活用による生産性向上への支援」として、ＩＣＴ等の利活

用による生産性向上を経営課題として、三重県版経営向上計画のステップ３の認定をさ

れた又は認定を目指す中小企業・小規模企業を対象としています。 

 

Ｑ６ 三重県版経営向上計画の申請を行うにあたって、納税証明書の提出が必要で 

あるのか。 

Ｑ７ 三重県版経営向上計画の支援策である専門家派遣を受けられるのは、どのよ

うな企業であるのか。 


